
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ光の集光点を加工対象物の内部に合わせかつレ
ーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が前記加工対象物において第１の方向に延在する複数
の第１の切断予定ラインのそれぞれと沿うように、前記加工対象物にレーザ光を照射する
ことにより、前記第１の切断予定ラインのそれぞれに沿って前記加工対象物の内部に多光
子吸収による第１の改質領域を形成すると共に、１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ
光の集光点を前記加工対象物の内部に合わせかつレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が
前記加工対象物において前記第１の方向と交差する第２の方向に延在する複数の第２の切
断予定ラインのそれぞれと沿うように、前記加工対象物にレーザ光を照射することにより
、前記第２の切断予定ラインのそれぞれに沿って前記加工対象物の内部に多光子吸収によ
る第２の改質領域を形成し、前記第１及び前記第２の改質領域を切断の起点として前記第
１及び前記第２の切断予定ラインに沿って前記加工対象物を複数のチップに分割する、レ
ーザ加工方法。
【請求項２】
　前記第１の切断予定ラインのそれぞれに沿って前記加工対象物の内部に多光子吸収によ
る前記第１の改質領域を形成した後、前記第２の切断予定ラインのそれぞれに沿って前記
加工対象物の内部に多光子吸収による前記第２の改質領域を形成する、請求項１に記載の
レーザ加工方法。
【請求項３】
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　１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ光の集光点を半導体材料からなる加工対象物の
内部に合わせかつレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が前記加工対象物において第１の
方向に延在する複数の第１の切断予定ラインのそれぞれと沿うように、前記加工対象物に
レーザ光を照射することにより、前記第１の切断予定ラインのそれぞれに沿って前記加工
対象物の内部に第１の溶融処理領域を形成すると共に、１以外の楕円率の楕円偏光をした
レーザ光の集光点を前記加工対象物の内部に合わせかつレーザ光の楕円偏光を表す楕円の
長軸が前記加工対象物において前記第１の方向と交差する第２の方向に延在する複数の第
２の切断予定ラインのそれぞれと沿うように、前記加工対象物にレーザ光を照射すること
により、前記第２の切断予定ラインのそれぞれに沿って前記加工対象物の内部に第２の溶
融処理領域を形成し、前記第１及び前記第２の溶融処理領域を切断の起点として前記第１
及び前記第２の切断予定ラインに沿って前記加工対象物を複数のチップに分割する、レー
ザ加工方法。
【請求項４】
　前記楕円偏光は楕円率が零の直線偏光である、請求項１～３のいずれか一項に記載のレ
ーザ加工方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、半導体材料基板、圧電材料基板やガラス基板等の加工対象物の切断に使用され
るレーザ加工方法及びレーザ加工装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
レーザ応用の一つに切断があり、レーザによる一般的な切断は次の通りである。例えば半
導体ウェハやガラス基板のような加工対象物の切断する箇所に、加工対象物が吸収する波
長のレーザ光を照射し、レーザ光の吸収により切断する箇所において加工対象物の表面か
ら裏面に向けて加熱溶融を進行させて加工対象物を切断する。しかし、この方法では加工
対象物の表面のうち切断する箇所となる領域周辺も溶融される。よって、加工対象物が半
導体ウェハの場合、半導体ウェハの表面に形成された半導体素子のうち、上記領域周辺に
位置する半導体素子が溶融する恐れがある。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
加工対象物の表面の溶融を防止する方法として、例えば、特開２０００ -２１９５２８号
公報や特開２０００ -１５４６７号公報に開示されたレーザによる切断方法がある。これ
らの公報の切断方法では、加工対象物の切断する箇所をレーザ光により加熱し、そして加
工対象物を冷却することにより、加工対象物の切断する箇所に熱衝撃を生じさせて加工対
象物を切断する。
【０００４】
しかし、これらの公報の切断方法では、加工対象物に生じる熱衝撃が大きいと、加工対象
物の表面に、切断予定ラインから外れた割れやレーザ照射していない先の箇所までの割れ
等の不必要な割れが発生することがある。よって、これらの切断方法では精密切断をする
ことができない。特に、加工対象物が半導体ウェハ、液晶表示装置が形成されたガラス基
板、電極パターンが形成されたガラス基板の場合、この不必要な割れにより半導体チップ
、液晶表示装置、電極パターンが損傷することがある。また、これらの切断方法では平均
入力エネルギーが大きいので、半導体チップ等に与える熱的ダメージも大きい。
【０００５】
本発明の目的は、加工対象物の表面に不必要な割れを発生させることなくかつその表面が
溶融しないレーザ加工装置及びレーザ加工方法を提供することである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明に係るレーザ加工方法は、１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ光の集光点を加
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工対象物の内部に合わせかつレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の切断予
定ラインと沿うように、加工対象物にレーザ光を照射することにより、切断予定ラインに
沿って加工対象物の内部に多光子吸収による改質領域を形成する工程を備えることを特徴
とする。
【０００７】
本発明に係るレーザ加工方法によれば、加工対象物の内部に集光点を合わせてレーザ光を
照射しかつ多光子吸収という現象を利用することにより、加工対象物の内部に改質領域を
形成している。加工対象物の切断する箇所に何らかの起点があると、加工対象物を比較的
小さな力で割って切断することができる。本発明に係るレーザ加工方法によれば、改質領
域を起点として切断予定ラインに沿って加工対象物が割れることにより、加工対象物を切
断することができる。よって、比較的小さな力で加工対象物を切断することができるので
、加工対象物の表面に切断予定ラインから外れた不必要な割れを発生させることなく加工
対象物の切断が可能となる。
【０００８】
また、本発明に係るレーザ加工方法によれば、加工対象物の内部に局所的に多光子吸収を
発生させて改質領域を形成している。よって、加工対象物の表面ではレーザ光がほとんど
吸収されないので、加工対象物の表面が溶融することはない。なお、集光点とはレーザ光
が集光した箇所のことである。切断予定ラインは加工対象物の表面や内部に実際に引かれ
た線でもよいし、仮想の線でもよい。
【０００９】
また、本発明に係るレーザ加工方法によれば、レーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加
工対象物の切断予定ラインと沿うように、加工対象物にレーザ光を照射することにより改
質領域を形成している。本発明者によれば、楕円偏光をしたレーザ光を用いると、楕円偏
光を表す楕円の長軸方向（つまり、偏光の偏りが強い方向）に改質領域の形成が促進され
ることが分かった。よって、楕円偏光を表す楕円の長軸方向が加工対象物の切断予定ライ
ンと沿うように、レーザ光を加工対象物に照射して改質領域を形成すると、切断予定ライ
ンに沿った改質領域を効率的に形成することが可能となる。
【００１０】
また、本発明に係るレーザ加工方法によれば、切断予定ラインに沿った方向以外において
改質領域の形成が抑制されるので、加工対象物を切断予定ラインに沿って精密に切断する
ことが可能となる。
【００１１】
ここで、楕円率とは楕円の短軸の長さの半分／長軸の長さの半分である。レーザ光の楕円
率が小さいほど、改質領域は、切断予定ラインに沿う方向の形成が促進されかつそれ以外
の方向の形成が抑制される。楕円率は加工対象物の厚さや材質等を考慮して定めることが
できる。直線偏光は楕円率が零の楕円偏光である。
【００１２】
本発明に係るレーザ加工方法は、１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ光の集光点を加
工対象物の内部に合わせかつレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の切断予
定ラインと沿うように、集光点におけるピークパワー密度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でか
つパルス幅が１μ s以下の条件でレーザ光を照射することにより、切断予定ラインに沿っ
て加工対象物の内部にクラック領域を含む改質領域を形成する工程を備えることを特徴と
する。
【００１３】
本発明に係るレーザ加工方法によれば、加工対象物の内部に集光点を合わせて、集光点に
おけるピークパワー密度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でかつパルス幅が１μ s以下の条件で
レーザ光を照射している。このため、加工対象物の内部では多光子吸収による光学的損傷
という現象が発生する。この光学的損傷により加工対象物の内部に熱ひずみが誘起され、
これにより加工対象物の内部にクラック領域が形成される。このクラック領域は上記改質
領域の一例であるので、本発明に係るレーザ加工方法によれば、加工対象物の表面に溶融
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や切断予定ラインから外れた不必要な割れを発生させることなく、レーザ加工が可能とな
る。このレーザ加工方法の加工対象物としては、例えば、ガラスを含む部材がある。なお
、ピークパワー密度とは、パルスレーザ光の集光点の電界強度を意味する。
【００１４】
また、レーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の切断予定ラインと沿うように
加工対象物にレーザ光を照射しているので、上記本発明に係るレーザ加工方法と同様に、
改質領域を効率的に形成でき、また、切断予定ラインに沿って加工対象物を精密に切断す
ることができる。
【００１５】
本発明に係るレーザ加工方法は、１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ光の集光点を加
工対象物の内部に合わせかつレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の切断予
定ラインと沿うように、集光点におけるピークパワー密度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でか
つパルス幅が１μ s以下の条件でレーザ光を照射することにより、切断予定ラインに沿っ
て加工対象物の内部に溶融処理領域を含む改質領域を形成する工程を備えることを特徴と
する。
【００１６】
本発明に係るレーザ加工方法によれば、加工対象物の内部に集光点を合わせて、集光点に
おけるピークパワー密度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でかつパルス幅が１μ s以下の条件で
レーザ光を照射している。よって、加工対象物の内部は多光子吸収によって局所的に加熱
される。この加熱により加工対象物の内部に溶融処理領域が形成される。この溶融処理領
域は上記改質領域の一例であるので、本発明に係るレーザ加工方法によれば、加工対象物
の表面に溶融や切断予定ラインから外れた不必要な割れを発生させることなく、レーザ加
工が可能となる。このレーザ加工方法の加工対象物としては、例えば、半導体材料を含む
部材がある。
【００１７】
また、レーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の切断予定ラインと沿うように
加工対象物にレーザ光を照射しているので、上記本発明に係るレーザ加工方法と同様に、
改質領域を効率的に形成でき、また、切断予定ラインに沿って加工対象物を精密に切断す
ることができる。
【００１８】
本発明に係るレーザ加工方法は、１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ光の集光点を加
工対象物の内部に合わせかつレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の切断予
定ラインと沿うように、集光点におけるピークパワー密度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でか
つパルス幅が１ ns以下の条件でレーザ光を照射することにより、切断予定ラインに沿って
加工対象物の内部に屈折率が変化した領域である屈折率変化領域を含む改質領域を形成す
る工程を備えることを特徴とする。
【００１９】
本発明に係るレーザ加工方法によれば、加工対象物の内部に集光点を合わせて、集光点に
おけるピークパワー密度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でかつパルス幅が１ ns以下の条件でレ
ーザ光を照射している。本発明のようにパルス幅を極めて短くして、多光子吸収を加工対
象物の内部に起こさせると、多光子吸収によるエネルギーが熱エネルギーに転化せずに、
加工対象物の内部にはイオン価数変化、結晶化又は分極配向等の永続的な構造変化が誘起
されて屈折率変化領域が形成される。この屈折率変化領域は上記改質領域の一例であるの
で、本発明に係るレーザ加工方法によれば、加工対象物の表面に溶融や切断予定ラインか
ら外れた不必要な割れを発生させることなく、レーザ加工が可能となる。このレーザ加工
方法の加工対象物としては、例えば、ガラスを含む部材である。
【００２０】
また、レーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の切断予定ラインと沿うように
加工対象物にレーザ光を照射しているので、上記本発明に係るレーザ加工方法と同様に、
改質領域を効率的に形成でき、また、切断予定ラインに沿って加工対象物を精密に切断す
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ることができる。
【００２１】
上記本発明に係るレーザ加工方法に適用できる態様は以下の通りである。
【００２２】
楕円率零の楕円偏光を有するレーザ光を用いることができる。楕円率零の場合、直線偏光
となる。直線偏光によれば、改質領域の切断予定ラインに沿う方向の寸法を最大限にしつ
つかつそれ以外の方向の寸法を最小限にすることが可能となる。また、楕円偏光の楕円率
を１／４波長板の方位角変化により調節することができる。１／４波長板を用いれば、方
位角を変化させるだけで楕円率を調節することができる。
【００２３】
改質領域を形成する工程後、１／２波長板によりレーザ光の偏光を略９０°だけ回転させ
て、加工対象物にレーザ光を照射することができる。また、改質領域を形成する工程後、
加工対象物の厚さ方向を軸として、加工対象物を略９０°だけ回転させて、加工対象物に
レーザ光を照射することができる。これらにより、加工対象物の表面に沿った方向に延び
かつ改質領域と交差した他の改質領域を加工対象物の内部に形成することができる。従っ
て、例えば、 X軸方向及び Y軸方向の切断予定ラインに沿った改質領域を効率的に形成する
ことができる。
【００２４】
本発明に係るレーザ加工方法は、１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ光の集光点を加
工対象物の内部に合わせかつレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の切断予
定ラインに沿うようして、加工対象物にレーザ光を照射することにより、切断予定ライン
に沿って加工対象物を切断する工程を備えることを特徴とする。
【００２５】
本発明に係るレーザ加工方法によれば、レーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象
物の切断予定ラインと沿うように、加工対象物の内部に集光点を合わせて加工対象物にレ
ーザ光を照射している。よって、加工対象物を切断予定ラインに沿って効率的に切断する
ことが可能となる。本発明に係るレーザ加工方法は、加工対象物にレーザ光を吸収させ、
加工対象物を加熱溶融させることにより、加工対象物を切断してもよい。また、本発明に
係るレーザ加工方法は、加工対象物にレーザ光を照射することにより多光子吸収を発生さ
せ、これにより加工対象物の内部に改質領域を形成し、改質領域を起点として加工対象物
を切断してもよい。
【００２６】
本発明に係るレーザ加工装置は、パルス幅が１μ s以下のパルスレーザ光を出射するレー
ザ光源と、レーザ光源から出射されたパルスレーザ光を１以外の楕円率の楕円偏光に調節
する楕円率調節手段と、楕円率調節手段により調節されたパルスレーザ光の楕円偏光を表
す楕円の長軸が加工対象物の切断予定ラインと沿うように調節する長軸調節手段と、長軸
調節手段により調節されたパルスレーザ光の集光点のピークパワー密度が１×１０ 8（ W/c
m2）以上になるようにパルスレーザ光を集光する集光手段と、集光手段により集光された
パルスレーザ光の集光点を加工対象物の内部に合わせる手段と、切断予定ラインに沿って
パルスレーザ光の集光点を相対的に移動させる移動手段と、を備えることを特徴とする。
【００２７】
本発明に係るレーザ加工装置によれば、上記本発明に係るレーザ加工方法と同様の理由に
より、加工対象物の表面に溶融や切断予定ラインから外れた不必要な割れを発生させるこ
となく、レーザ切断加工が可能となる。また、レーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加
工対象物の切断予定ラインと沿うように加工対象物にレーザ光を照射しているので、上記
本発明に係るレーザ加工方法と同様に、改質領域を効率的に形成でき、また、切断予定ラ
インに沿って加工対象物を精密に切断することができる。
【００２８】
上記本発明に係るレーザ加工装置に適用できる態様は以下の通りである。
【００２９】

10

20

30

40

50

(5) JP 3722731 B2 2005.11.30



楕円率調節手段により調節されたパルスレーザ光の偏光を略９０°だけ回転調節する９０
°回転調節手段を備えるようにすることができる。また、加工対象物の厚さ方向を軸とし
て加工対象物が載置される載置台を略９０°だけ回転させる回転手段を備えるようにする
ことができる。これらにより、パルスレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸を、加工対象
物の表面に沿った方向に延びかつ切断予定ラインと交差する方向に延びる他の切断予定ラ
インと沿うようにすることができる。従って、例えば、 X軸方向及び Y軸方向の切断予定ラ
インに沿った改質領域を効率的に形成することができる。
【００３０】
本発明に係るレーザ加工装置は、パルス幅が１μ s以下であってかつ直線偏光を有するパ
ルスレーザ光を出射するレーザ光源と、レーザ光源から出射されたパルスレーザ光の直線
偏光の向きが加工対象物の切断予定ラインと沿うように調節する直線偏光調節手段と、直
線偏光調節手段により調節されたパルスレーザ光の集光点のピークパワー密度が１×１０
8（ W/cm2）以上になるようにパルスレーザ光を集光する集光手段と、集光手段により集光
されたパルスレーザ光の集光点を加工対象物の内部に合わせる手段と、切断予定ラインに
沿ってパルスレーザ光の集光点を相対的に移動させる移動手段と、を備えることを特徴と
する。
【００３１】
本発明に係るレーザ加工装置によれば、上記本発明に係るレーザ加工方法と同様の理由に
より、加工対象物の表面に溶融や切断予定ラインから外れた不必要な割れを発生させるこ
となく、レーザ切断加工が可能となる。また、本発明に係るレーザ加工装置によれば、上
記本発明に係るレーザ加工方法と同様に、改質領域を効率的に形成でき、また、切断予定
ラインに沿って加工対象物を精密に切断することができる。
【００３２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の好適な実施形態について図面を用いて説明する。本実施形態に係るレーザ
加工方法及びレーザ加工装置は、多光子吸収により改質領域を形成している。多光子吸収
はレーザ光の強度を非常に大きくした場合に発生する現象である。まず、多光子吸収につ
いて簡単に説明する。
【００３３】
材料の吸収のバンドギャップ EGよりも光子のエネルギー hνが小さいと光学的に透明とな
る。よって、材料に吸収が生じる条件は hν＞ EGである。しかし、光学的に透明でも、レ
ーザ光の強度を非常に大きくすると nhν＞ EGの条件（ n＝２，３，４，・・・である）で
材料に吸収が生じる。この現象を多光子吸収という。パルス波の場合、レーザ光の強度は
レーザ光の集光点のピークパワー密度（ W/cm2）で決まり、例えばピークパワー密度が１
×１０ 8（ W/cm2）以上の条件で多光子吸収が生じる。ピークパワー密度は、（集光点にお
けるレーザ光の１パルス当たりのエネルギー）÷（レーザ光のビームスポット断面積×パ
ルス幅）により求められる。また、連続波の場合、レーザ光の強度はレーザ光の集光点の
電界強度（ W/cm2）で決まる。
【００３４】
このような多光子吸収を利用する本実施形態に係るレーザ加工の原理について図１～図６
を用いて説明する。図１はレーザ加工中の加工対象物１の平面図であり、図２は図１に示
す加工対象物１の II－ II線に沿った断面図であり、図３はレーザ加工後の加工対象物１の
平面図であり、図４は図３に示す加工対象物１の IV－ IV線に沿った断面図であり、図５は
図３に示す加工対象物１の V－ V線に沿った断面図であり、図６は切断された加工対象物１
の平面図である。
【００３５】
図１及び図２に示すように、加工対象物１の表面３には切断予定ライン５がある。切断予
定ライン５は直線状に延びた仮想線である。本実施形態に係るレーザ加工は、多光子吸収
が生じる条件で加工対象物１の内部に集光点 Pを合わせてレーザ光 Lを加工対象物１に照射
して改質領域７を形成する。なお、集光点とはレーザ光 Lが集光した箇所のことである。
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【００３６】
レーザ光 Lを切断予定ライン５に沿って（すなわち矢印 A方向に沿って）相対的に移動させ
ることにより、集光点 Pを切断予定ライン５に沿って移動させる。これにより、図３～図
５に示すように改質領域７が切断予定ライン５に沿って加工対象物１の内部にのみ形成さ
れる。本実施形態に係るレーザ加工方法は、加工対象物１がレーザ光 Lを吸収することに
より加工対象物１を発熱させて改質領域７を形成するのではない。加工対象物１にレーザ
光 Lを透過させ加工対象物１の内部に多光子吸収を発生させて改質領域７を形成している
。よって、加工対象物１の表面３ではレーザ光 Lがほとんど吸収されないので、加工対象
物１の表面３が溶融することはない。
【００３７】
加工対象物１の切断において、切断する箇所に起点があると加工対象物１はその起点から
割れるので、図６に示すように比較的小さな力で加工対象物１を切断することができる。
よって、加工対象物１の表面３に不必要な割れを発生させることなく加工対象物１の切断
が可能となる。
【００３８】
なお、改質領域を起点とした加工対象物の切断は、次の二通りが考えられる。一つは、改
質領域形成後、加工対象物に人為的な力が印加されることにより、改質領域を起点として
加工対象物が割れ、加工対象物が切断される場合である。これは、例えば加工対象物の厚
みが大きい場合の切断である。人為的な力が印加されるとは、例えば、加工対象物の切断
予定ラインに沿って加工対象物に曲げ応力やせん断応力を加えたり、加工対象物に温度差
を与えることにより熱応力を発生させたりすることである。他の一つは、改質領域を形成
することにより、改質領域を起点として加工対象物の断面方向（厚さ方向）に向かって自
然に割れ、結果的に加工対象物が切断される場合である。これは、例えば加工対象物の厚
みが小さい場合、改質領域が１つでも可能であり、加工対象物の厚みが大きい場合、厚さ
方向に複数の改質領域を形成することで可能となる。なお、この自然に割れる場合も、切
断する箇所において、改質領域が形成されていない部分上の表面まで割れが先走ることが
なく、改質部を形成した部分上の表面のみを割断することができるので、割断を制御よく
することができる。近年、シリコンウェハ等の半導体ウェハの厚みは薄くなる傾向にある
ので、このような制御性のよい割断方法は大変有効である。
【００３９】
さて、本実施形態において多光子吸収により形成される改質領域として、次の（１）～（
３）がある。
【００４０】
（１）改質領域が一つ又は複数のクラックを含むクラック領域の場合
レーザ光を加工対象物（例えばガラスや LiTaO3からなる圧電材料）の内部に集光点を合わ
せて、集光点における電界強度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でかつパルス幅が１μ s以下の
条件で照射する。このパルス幅の大きさは、多光子吸収を生じさせつつ加工対象物表面に
余計なダメージを与えずに、加工対象物の内部にのみクラック領域を形成できる条件であ
る。これにより、加工対象物の内部には多光子吸収による光学的損傷という現象が発生す
る。この光学的損傷により加工対象物の内部に熱ひずみが誘起され、これにより加工対象
物の内部にクラック領域が形成される。電界強度の上限値としては、例えば１×１０ 1 2（
W/cm2）である。パルス幅は例えば１ ns～２００ nsが好ましい。なお、多光子吸収による
クラック領域の形成は、例えば、第４５回レーザ熱加工研究会論文集（１９９８年．１２
月）の第２３頁～第２８頁の「固体レーザー高調波によるガラス基板の内部マーキング」
に記載されている。
【００４１】
本発明者は、電界強度とクラックの大きさとの関係を実験により求めた。実験条件は次ぎ
の通りである。
【００４２】
　　（Ａ）加工対象物：パイレックス（登録商標）ガラス（厚さ７００μｍ）
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　　（Ｂ）レーザ
　　　　　光源：半導体レーザ励起Ｎｄ：ＹＡＧレーザ
　　　　　波長：１０６４ｎｍ
　　　　　レーザ光スポット断面積：３．１４×１０－ ８ ｃｍ２

　　　　　発振形態：Ｑスイッチパルス
　　　　　繰り返し周波数：１００ｋＨｚ
　　　　　パルス幅：３０ｎｓ
　　　　　出力：出力＜１ｍＪ／パルス
　　　　　レーザ光品質：ＴＥＭ０ ０

　　　　　偏光特性：直線偏光
　　（Ｃ）集光用レンズ
　　　　　レーザ光波長に対する透過率：６０パーセント
　　（Ｄ）加工対象物が載置される載置台の移動速度：１００ｍｍ／秒
　なお、レーザ光品質がＴＥＭ０ ０ とは、集光性が高くレーザ光の波長程度まで集光可能
を意味する。
【００４３】
図７は上記実験の結果を示すグラフである。横軸はピークパワー密度であり、レーザ光が
パルスレーザ光なので電界強度はピークパワー密度で表される。縦軸は１パルスのレーザ
光により加工対象物の内部に形成されたクラック部分（クラックスポット）の大きさを示
している。クラックスポットが集まりクラック領域となる。クラックスポットの大きさは
、クラックスポットの形状のうち最大の長さとなる部分の大きさである。グラフ中の黒丸
で示すデータは集光用レンズ（ C）の倍率が１００倍、開口数（ NA）が０．８０の場合で
ある。一方、グラフ中の白丸で示すデータは集光用レンズ（ C）の倍率が５０倍、開口数
（ NA）が０．５５の場合である。ピークパワー密度が１０ 1 1（ W/cm2）程度から加工対象
物の内部にクラックスポットが発生し、ピークパワー密度が大きくなるに従いクラックス
ポットも大きくなることが分かる。
【００４４】
次に、本実施形態に係るレーザ加工において、クラック領域形成による加工対象物の切断
のメカニズムについて図８～図１１を用いて説明する。図８に示すように、多光子吸収が
生じる条件で加工対象物１の内部に集光点 Pを合わせてレーザ光 Lを加工対象物１に照射し
て切断予定ラインに沿って内部にクラック領域９を形成する。クラック領域９は一つ又は
複数のクラックを含む領域である。図９に示すようにクラック領域９を起点としてクラッ
クがさらに成長し、図１０に示すようにクラックが加工対象物１の表面３と裏面２１に到
達し、図１１に示すように加工対象物１が割れることにより加工対象物１が切断される。
加工対象物の表面と裏面に到達するクラックは自然に成長する場合もあるし、加工対象物
に力が印加されることにより成長する場合もある。
【００４５】
（２）改質領域が溶融処理領域の場合
レーザ光を加工対象物（例えばシリコンのような半導体材料）の内部に集光点を合わせて
、集光点における電界強度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でかつパルス幅が１μ s以下の条件
で照射する。これにより加工対象物の内部は多光子吸収によって局所的に加熱される。こ
の加熱により加工対象物の内部に溶融処理領域が形成される。溶融処理領域とは一旦溶融
後再固化した領域、溶融状態中の領域及び溶融から再固化する状態中の領域のうち少なく
ともいずれか一つを意味する。溶融処理領域は相変化した領域や結晶構造が変化した領域
ということもできる。また、溶融処理領域とは単結晶構造、非晶質構造、多結晶構造にお
いて、ある構造が別の構造に変化した領域ということもできる。つまり、例えば、単結晶
構造から非晶質構造に変化した領域、単結晶構造から多結晶構造に変化した領域、単結晶
構造から非晶質構造及び多結晶構造を含む構造に変化した領域を意味する。加工対象物が
シリコン単結晶構造の場合、溶融処理領域は例えば非晶質シリコン構造である。なお、電
界強度の上限値としては、例えば１×１０ 1 2（ W/cm2）である。パルス幅は例えば１ ns～
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２００ nsが好ましい。
【００４６】
本発明者は、シリコンウェハの内部で溶融処理領域が形成されることを実験により確認し
た。実験条件は次ぎの通りである。
【００４７】
（ A）加工対象物：シリコンウェハ（厚さ３５０μ m、外径４インチ）
（ B）レーザ
光源：半導体レーザ励起 Nd:YAGレーザ
波長：１０６４ nm
レーザ光スポット断面積：３．１４×１０ - 8 cm2

発振形態： Qスイッチパルス
繰り返し周波数：１００ kHz
パルス幅：３０ ns
出力：２０μ J／パルス
レーザ光品質： TEM0 0
偏光特性：直線偏光
（ C）集光用レンズ
倍率：５０倍
NA：０．５５
レーザ光波長に対する透過率：６０パーセント
（ D）加工対象物が載置される載置台の移動速度：１００ mm／秒
図１２は上記条件でのレーザ加工により切断されたシリコンウェハの一部における断面の
写真を表した図である。シリコンウェハ１１の内部に溶融処理領域１３が形成されている
。なお、上記条件により形成された溶融処理領域の厚さ方向の大きさは１００μ m程度で
ある。
【００４８】
溶融処理領域１３が多光子吸収により形成されたことを説明する。図１３は、レーザ光の
波長とシリコン基板の内部の透過率との関係を示すグラフである。ただし、シリコン基板
の表面側と裏面側それぞれの反射成分を除去し、内部のみの透過率を示している。シリコ
ン基板の厚み tが５０μ m、１００μ m、２００μ m、５００μ m、１０００μ mの各々につい
て上記関係を示した。
【００４９】
例えば、 Nd:YAGレーザの波長である１０６４ nmにおいて、シリコン基板の厚みが５００μ
m以下の場合、シリコン基板の内部ではレーザ光が８０％以上透過することが分かる。図
１２に示すシリコンウェハ１１の厚さは３５０μ mであるので、多光子吸収による溶融処
理領域はシリコンウェハの中心付近、つまり表面から１７５μ mの部分に形成される。こ
の場合の透過率は、厚さ２００μ mのシリコンウェハを参考にすると、９０％以上なので
、レーザ光がシリコンウェハ１１の内部で吸収されるのは僅かであり、ほとんどが透過す
る。このことは、シリコンウェハ１１の内部でレーザ光が吸収されて、溶融処理領域がシ
リコンウェハ１１の内部に形成（つまりレーザ光による通常の加熱で溶融処理領域が形成
）されたものではなく、溶融処理領域が多光子吸収により形成されたことを意味する。多
光子吸収による溶融処理領域の形成は、例えば、溶接学会全国大会講演概要第６６集（２
０００年４月）の第７２頁～第７３頁の「ピコ秒パルスレーザによるシリコンの加工特性
評価」に記載されている。
【００５０】
なお、シリコンウェハは、溶融処理領域を起点として断面方向に向かって割れを発生させ
、その割れがシリコンウェハの表面と裏面に到達することにより、結果的に切断される。
シリコンウェハの表面と裏面に到達するこの割れは自然に成長する場合もあるし、加工対
象物に力が印加されることにより成長する場合もある。なお、溶融処理領域からシリコン
ウェハの表面と裏面に割れが自然に成長するのは、一旦溶融後再固化した状態となった領
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域から割れが成長する場合、溶融状態の領域から割れが成長する場合及び溶融から再固化
する状態の領域から割れが成長する場合のうち少なくともいずれか一つである。いずれの
場合も切断後の切断面は図１２に示すように内部にのみ溶融処理領域が形成される。加工
対象物の内部に溶融処理領域を形成する場合、割断時、切断予定ラインから外れた不必要
な割れが生じにくいので、割断制御が容易となる。
【００５１】
（３）改質領域が屈折率変化領域の場合
レーザ光を加工対象物（例えばガラス）の内部に集光点を合わせて、集光点における電界
強度が１×１０ 8（ W/cm2）以上でかつパルス幅が１ ns以下の条件で照射する。パルス幅を
極めて短くして、多光子吸収を加工対象物の内部に起こさせると、多光子吸収によるエネ
ルギーが熱エネルギーに転化せずに、加工対象物の内部にはイオン価数変化、結晶化又は
分極配向等の永続的な構造変化が誘起されて屈折率変化領域が形成される。電界強度の上
限値としては、例えば１×１０ 1 2（ W/cm2）である。パルス幅は例えば１ ns以下が好まし
く、１ ps以下がさらに好ましい。多光子吸収による屈折率変化領域の形成は、例えば、第
４２回レーザ熱加工研究会論文集（１９９７年．１１月）の第１０５頁～第１１１頁の「
フェムト秒レーザー照射によるガラス内部への光誘起構造形成」に記載されている。
【００５２】
以上のように本実施形態によれば改質領域を多光子吸収により形成している。そして、本
実施形態は、直線偏光をしたレーザ光の直線偏光の向きが加工対象物の切断予定ラインと
沿うようにして、加工対象物にレーザ光を照射することにより、加工対象物に改質領域を
形成している。これにより、レーザ光がパルスレーザ光の場合、１パルスのショット（つ
まり１パルスのレーザ照射）で形成された改質スポットにおいて、切断予定ラインに沿っ
た方向の寸法を相対的に大きくすることができる。これを本発明者は実験により確認した
。実験条件は次ぎの通りである。
【００５３】
　　（Ａ）加工対象物：パイレックス（登録商標）ガラスウェハ（厚さ７００μｍ、外径
４インチ）
　　（Ｂ）レーザ
　　　　　光源：半導体レーザ励起Ｎｄ：ＹＡＧレーザ
　　　　　波長：１０６４ｎｍ
　　　　　レーザ光スポット断面積：３．１４×１０－ ８ ｃｍ２

　　　　　発振形態：Ｑスイッチパルス
　　　　　繰り返し周波数：１００ｋＨｚ
　　　　　パルス幅：３０ｎｓ
　　　　　出力：出力＜１ｍＪ／パルス
　　　　　レーザ光品質：ＴＥＭ０ ０

　　　　　偏光特性：直線偏光
　　（Ｃ）集光用レンズ
　　　　　倍率：５０倍
　　　　　ＮＡ：０．５５
　　　　　レーザ光波長に対する透過率：６０パーセント
　　（Ｄ）加工対象物が載置される載置台の移動速度：１００ｍｍ／秒
　加工対象物であるサンプル１，２の各々において、加工対象物の内部に集光点を合わせ
てパルスレーザ光を１パルスショットし、加工対象物の内部に多光子吸収によるクラック
領域を形成した。サンプル１に直線偏光のパルスレーザ光を照射し、サンプル２に円偏光
のパルスレーザ光を照射した。
【００５４】
図１４はサンプル１の平面の写真を表した図であり、図１５はサンプル２の平面の写真を
表した図である。これらの平面はパルスレーザ光の入射面２０９である。記号 LPは直線偏
光を模式的に示しており、記号 CPは円偏光を模式的に示している。そして、図１６は図１
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４に示すサンプル１の XVI- XVI線に沿った断面を模式的に表した図である。図１７は図１
５に示すサンプル２の XVII- XVII線に沿った断面を模式的に表した図である。加工対象物
であるガラスウェハ２１１の内部にクラックスポット９０が形成されている。
【００５５】
図１６に示すようにパルスレーザ光が直線偏光の場合、１パルスのショットで形成される
クラックスポット９０の寸法は直線偏光の向きに沿った方向において相対的に大きくなっ
ている。これは、クラックスポット９０の形成がこの方向に促進されていることを示して
いる。一方、図１７に示すようにパルスレーザ光が円偏光の場合、１パルスのショットで
形成されるクラックスポット９０の寸法は特定の方向に大きくならない。長さが最大とな
る方向のクラックスポット９０の寸法は、サンプル１の方がサンプル２より大きくなって
いる。
【００５６】
この実験結果から切断予定ラインに沿ったクラック領域を効率的に形成することができる
ことを説明する。図１８及び図１９は、加工対象物の切断予定ラインに沿って形成された
クラック領域の平面図である。１パルスのショットで形成されるクラックスポット９０を
切断予定ライン５に沿って多数形成することにより、切断予定ライン５に沿ったクラック
領域９が形成されている。図１８は、パルスレーザ光の直線偏光の方向が切断予定ライン
５に沿うようにして、パルスレーザ光を照射して形成されたクラック領域９を示している
。クラックスポット９０は、切断予定ライン５の方向に沿っての形成が促進されることに
より、この方向の寸法が比較的大きくなっている。よって、少ないショット数で切断予定
ライン５に沿ったクラック領域９を形成することができる。一方、図１９は、パルスレー
ザ光の直線偏光の方向を切断予定ライン５と直交させてパルスレーザ光を照射して形成さ
れたクラック領域９を示している。クラックスポット９０の切断予定ライン５の方向の寸
法は比較的小さいので、クラック領域９を形成するのに図１８の場合に比べてショット数
が多くなる。従って、図１８に示す本実施形態に係るクラック領域の形成方法は、図１９
に示す方法よりも効率的にクラック領域を形成することができる。
【００５７】
また、図１９に示す方法は、パルスレーザ光の直線偏光の方向が切断予定ライン５と直交
させてパルスレーザ光が照射されているので、ショット時に形成されるクラックスポット
９０は、切断予定ライン５の幅方向において形成が促進されている。よって、クラックス
ポット９０の切断予定ライン５の幅方向への延びが大きくなりすぎると、加工対象物を切
断予定ライン５に沿って精密に切断することができない。これに対して、図１８に示す本
実施形態に係る方法において、ショット時に形成されるクラックスポット９０は、切断予
定ライン５に沿った方向以外の方向にあまり延びていないので、加工対象物の精密な切断
が可能となる。
【００５８】
なお、改質領域の寸法のうち所定方向の寸法が相対的に大きくすることについて、直線偏
光の場合で説明したが、楕円偏光でも同じことが言える。すなわち、図２０に示すように
、レーザ光の楕円偏光 EPを表す楕円の長軸 b方向にクラックスポット９０の形成が促進さ
れ、この方向に沿った寸法が相対的に大きいクラックスポット９０を形成できる。よって
、１以外の楕円率の楕円偏光をしたレーザ光の楕円偏光を表す楕円の長軸が加工対象物の
切断予定ラインと沿うようにしてクラック領域を形成すると、直線偏光の場合と同様の効
果が生じる。なお、楕円率とは短軸 aの長さの半分／長軸 bの長さの半分である。楕円率が
小さくなるほど、クラックスポット９０は長軸 b方向に沿った寸法が大きくなる。直線偏
光は楕円率が零の楕円偏光である。楕円率が１では円偏光となり、クラック領域の所定方
向の寸法を相対的に大きくできない。よって、本実施形態においては楕円率１の場合は含
まれない。
【００５９】
改質領域の寸法のうち所定方向の寸法が相対的に大きくすることについて、クラック領域
の場合で説明したが、溶融処理領域や屈折率変化領域でも同様のことが言える。また、パ
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ルスレーザ光について説明したが、連続波レーザ光についても同様のことが言える。
【００６０】
次に、本実施形態の具体例を説明する。
【００６１】
［第１例］
本実施形態の第１例に係るレーザ加工装置について説明する。図２１はこのレーザ加工装
置２００の概略構成図である。レーザ加工装置２００は、レーザ光 Lを発生するレーザ光
源１０１と、レーザ光 Lの出力やパルス幅等を調節するためにレーザ光源１０１を制御す
るレーザ光源制御部１０２と、レーザ光源１０１から出射されたレーザ光 Lの偏光の楕円
率を調節する楕円率調節部２０１と、楕円率調節部２０１から出射されたレーザ光 Lの偏
光を略９０°だけ回転調節する９０°回転調節部２０３と、を備える。
【００６２】
レーザ光源１０１はパルスレーザ光を発生する Nd:YAGレーザである。レーザ光源１０１に
用いることができるレーザとして、この他、 Nd:YVO4レーザや Nd:YLFレーザやチタンサフ
ァイアレーザがある。クラック領域や溶融処理領域を形成する場合、 Nd:YAGレーザ、 Nd:Y
VO4レーザ、 Nd:YLFレーザを用いるのが好適である。屈折率変化領域を形成する場合、チ
タンサファイアレーザを用いるのが好適である。
【００６３】
楕円率調節部２０１は、図２２に示すような１／４波長板２０７を含む。１／４波長板２
０７は方位角θを変えることにより楕円偏光の楕円率を調節できる。すなわち、１／４波
長板２０７に例えば直線偏光 LPの入射光が入射すると、透過光は所定の楕円率の楕円偏光
EPとなる。方位角とは楕円の長軸と X軸とのなす角である。上述したように本実施形態に
おいて、楕円率は１以外の数字が適用される。楕円率調節部２０１によりレーザ光 Lの偏
光を所望の楕円率を有する楕円偏光 EPできる。加工対象物１の厚さ、材質等を考慮して楕
円率は調節される。
【００６４】
加工対象物１に直線偏光 LPのレーザ光 Lを照射する場合、レーザ光源１０１から出射され
るレーザ光 Lは直線偏光 LPなので、レーザ光 Lが直線偏光 LPのままで１／４波長板を通過す
るように、楕円率調節部２０１は１／４波長板２０７の方位角θを調節する。また、レー
ザ光源１０１からは直線偏光のレーザ光 Lが出射されるので、加工対象物１のレーザ照射
に直線偏光 LPのレーザ光だけを利用する場合、楕円率調節部２０１は不要となる。
【００６５】
９０°回転調節部２０３は、図２３に示すような１／２波長板２０５を含む。１／２波長
板２０５は直線偏光の入射光に対して直交する偏光をつくる波長板である。すなわち、１
／２波長板２０５に例えば方位角４５°の直線偏光 LP1の入射光が入射すると、透過光は
入射光 LP1に対して９０°だけ回転した直線偏光 LP2となる。９０°回転調節部２０３は、
楕円率調節部２０１から出射されたレーザ光 Lの偏光を９０°だけ回転させる場合、１／
２波長板２０５をレーザ光 Lの光軸上に配置させる動作をする。また、９０°回転調節部
２０３は、楕円率調節部２０１から出射されたレーザ光 Lの偏光を回転させない場合、１
／２波長板２０５をレーザ光 Lの光路外（すなわち、レーザ光 Lが１／２波長板２０５を通
過しない場所）に配置させる動作をする。
【００６６】
レーザ加工装置２００はさらに、９０°回転調節部２０３で偏光を９０°だけ回転調節さ
れ又はされないレーザ光 Lが入射しかつレーザ光 Lの光軸の向きを９０°変えるように配置
されたダイクロイックミラー１０３と、ダイクロイックミラー１０３で反射されたレーザ
光 Lを集光する集光用レンズ１０５と、集光用レンズ１０５で集光されたレーザ光 Lが照射
される加工対象物１が載置される載置台１０７と、載置台１０７を X軸方向に移動させる
ための X軸ステージ１０９と、載置台１０７を X軸方向に直交する Y軸方向に移動させるた
めの Y軸ステージ１１１と、載置台１０７を X軸及び Y軸方向に直交する Z軸方向に移動させ
るための Z軸ステージ１１３と、載置台１０７のＸ -Y平面を加工対象物１の厚さ方向を軸
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として回転させるためのθ軸ステージ２１３と、これら四つのステージ１０９ ,１１１ ,１
１３ ,２１３の移動を制御するステージ制御部１１５と、を備える。
【００６７】
　 Z軸方向は加工対象物１の表面３と直交する方向なので、加工対象物１に入射するレー
ザ光 Lの焦点深度の方向となる。よって、 Z軸ステージ１１３を Z軸方向に移動させること
により、加工対象物１の内部にレーザ光 Lの集光点 Pを合わせることができる。また、この
集光点 Pの X(Y)軸方向の移動は、加工対象物１を X(Y)軸ステージ１０９（１１１）により X
(Y)軸方向に移動させることにより行う。 X(Y)軸ステージ１０９（１１１）が移動手段の
一例となる。
【００６８】
第１例では加工対象物１の加工にパルスレーザ光を用いているが、多光子吸収を起こさせ
ることができるなら連続波レーザ光でもよい。集光用レンズ１０５は集光手段の一例であ
る。 Z軸ステージ１１３はレーザ光の集光点を加工対象物の内部に合わせる手段の一例で
ある。集光用レンズ１０５を Z軸方向に移動させることによっても、レーザ光の集光点を
加工対象物の内部に合わせることができる。
【００６９】
レーザ加工装置２００はさらに、載置台１０７に載置された加工対象物１を可視光線によ
り照明するために可視光線を発生する観察用光源１１７と、ダイクロイックミラー１０３
及び集光用レンズ１０５と同じ光軸上に配置された可視光用のビームスプリッタ１１９と
、を備える。ビームスプリッタ１１９と集光用レンズ１０５との間にダイクロイックミラ
ー１０３が配置されている。ビームスプリッタ１１９は、可視光線の約半分を反射し残り
の半分を透過する機能を有しかつ可視光線の光軸の向きを９０°変えるように配置されて
いる。観察用光源１１７から発生した可視光線はビームスプリッタ１１９で約半分が反射
され、この反射された可視光線がダイクロイックミラー１０３及び集光用レンズ１０５を
透過し、加工対象物１の切断予定ライン５等を含む表面３を照明する。
【００７０】
レーザ加工装置２００はさらに、ビームスプリッタ１１９、ダイクロイックミラー１０３
及び集光用レンズ１０５と同じ光軸上に配置された撮像素子１２１及び結像レンズ１２３
を備える。撮像素子１２１としては例えば CCD(charge-coupled device)カメラがある。切
断予定ライン５等を含む表面３を照明した可視光線の反射光は、集光用レンズ１０５、ダ
イクロイックミラー１０３、ビームスプリッタ１１９を透過し、結像レンズ１２３で結像
されて撮像素子１２１で撮像され、撮像データとなる。
【００７１】
レーザ加工装置２００はさらに、撮像素子１２１から出力された撮像データが入力される
撮像データ処理部１２５と、レーザ加工装置２００全体を制御する全体制御部１２７と、
モニタ１２９と、を備える。撮像データ処理部１２５は、撮像データを基にして観察用光
源１１７で発生した可視光の焦点が表面３上に合わせるための焦点データを演算する。こ
の焦点データを基にしてステージ制御部１１５が Z軸ステージ１１３を移動制御すること
により、可視光の焦点が表面３に合うようにする。よって、撮像データ処理部１２５はオ
ートフォーカスユニットとして機能する。また、撮像データ処理部１２５は、撮像データ
を基にして表面３の拡大画像等の画像データを演算する。この画像データは全体制御部１
２７に送られ、全体制御部で各種処理がなされ、モニタ１２９に送られる。これにより、
モニタ１２９に拡大画像等が表示される。
【００７２】
全体制御部１２７には、ステージ制御部１１５からのデータ、撮像データ処理部１２５か
らの画像データ等が入力し、これらのデータも基にしてレーザ光源制御部１０２、観察用
光源１１７及びステージ制御部１１５を制御することにより、レーザ加工装置２００全体
を制御する。よって、全体制御部１２７はコンピュータユニットとして機能する。
【００７３】
次に、図２１及び図２４を用いて、本実施形態の第１例に係るレーザ加工方法を説明する
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。図２４は、このレーザ加工方法を説明するためのフローチャートである。加工対象物１
はシリコンウェハである。
【００７４】
まず、加工対象物１の光吸収特性を図示しない分光光度計等により測定する。この測定結
果に基づいて、加工対象物１に対して透明な波長又は吸収の少ない波長のレーザ光 Lを発
生するレーザ光源１０１を選定する（ S１０１）。次に、加工対象物１の厚さを測定する
。厚さの測定結果及び加工対象物１の屈折率を基にして、加工対象物１の Z軸方向の移動
量を決定する（ S１０３）。これは、レーザ光 Lの集光点 Pが加工対象物１の内部に位置さ
せるために、加工対象物１の表面３に位置するレーザ光 Lの集光点を基準とした加工対象
物１の Z軸方向の移動量である。この移動量を全体制御部１２７に入力される。
【００７５】
加工対象物１をレーザ加工装置２００の載置台１０７に載置する。そして、観察用光源１
１７から可視光を発生させて加工対象物１を照明する（ S１０５）。照明された切断予定
ライン５を含む加工対象物１の表面３を撮像素子１２１により撮像する。この撮像データ
は撮像データ処理部１２５に送られる。この撮像データに基づいて撮像データ処理部１２
５は観察用光源１１７の可視光の焦点が表面３に位置するような焦点データを演算する（
S１０７）。
【００７６】
この焦点データはステージ制御部１１５に送られる。ステージ制御部１１５は、この焦点
データを基にして Z軸ステージ１１３を Z軸方向の移動させる（ S１０９）。これにより、
観察用光源１１７の可視光の焦点が表面３に位置する。なお、撮像データ処理部１２５は
撮像データに基づいて、切断予定ライン５を含む加工対象物１の表面３の拡大画像データ
を演算する。この拡大画像データは全体制御部１２７を介してモニタ１２９に送られ、こ
れによりモニタ１２９に切断予定ライン５付近の拡大画像が表示される。
【００７７】
全体制御部１２７には予めステップ S１０３で決定された移動量データが入力されており
、この移動量データがステージ制御部１１５に送られる。ステージ制御部１１５はこの移
動量データに基づいて、レーザ光 Lの集光点 Pが加工対象物１の内部となる位置に、 Z軸ス
テージ１１３により加工対象物１を Z軸方向に移動させる（ S１１１）。
【００７８】
次に、楕円率調節部２０１により、レーザ光源１０１から出射される直線偏光 LPのレーザ
光 Lの楕円率を調節する（ S１１３）。楕円率調節部２０１において１／４波長板の方位角
θを変えることにより、所望の楕円率の楕円偏光 EPを有するレーザ光 Lを得ることができ
る。
【００７９】
まず、加工対象物１を Y軸方向に沿って加工するので、レーザ光 Lの楕円偏光 EPを表す楕円
の長軸が加工対象物１の Y軸方向に延びた切断予定ライン５の方向と一致するように調節
する（ S１１５）。これは、θ軸ステージ２１３を回転させることより達成される。よっ
て、θ軸ステージ２１３は長軸調節手段や直線偏光調節手段として機能する。
【００８０】
　 Y軸方向に沿って加工対象物１を加工するので、９０°回転調節部２０３は、レーザ光 L
の偏光を回転させないような調節をする（ S１１７）。つまり、１／２波長板をレーザ光 L
の光路外に配置させる動作をする。
【００８１】
レーザ光源１０１からレーザ光 Lを発生させて、レーザ光 Lを加工対象物１の表面３の Y軸
方向に延びた切断予定ライン５に照射する。図２５は加工対象物１の平面図である。レー
ザ光 Lの楕円偏光 EPの楕円を表す長軸が加工対象物１の一番右の切断予定ライン５に沿う
ようにして、加工対象物１にレーザ光 Lが照射される。レーザ光 Lの集光点 Pは加工対象物
１の内部に位置しているので、溶融処理領域は加工対象物１の内部にのみ形成される。切
断予定ライン５に沿うように Y軸ステージ１１１を移動させて、溶融処理領域を切断予定
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ライン５に沿うように加工対象物１の内部に形成する。
【００８２】
そして、 X軸ステージ１０９を移動させてレーザ光 Lを隣の切断予定ライン５に照射し、上
記と同様にして溶融処理領域を隣の切断予定ライン５に沿うように加工対象物１の内部に
形成する。これを繰り返すことにより、右から順に各切断予定ライン５に沿って加工対象
物１の内部に溶融処理領域を形成する（ S１１９）。なお、直線偏光 LPのレーザ光 Lを加工
対象物１に照射する場合は、図２６に示すようになる。すなわち、レーザ光 Lの直線偏光 L
Pの向きが加工対象物１の切断予定ライン５に沿うように、レーザ光 Lが加工対象物１に照
射される。
【００８３】
次に、９０°回転調節部２０３により、１／２波長板２０５（図２３）をレーザ光 Lの光
軸上に配置させる動作をする。これにより、楕円率調節部２０１から出射されたレーザ光
Lの偏光を９０°だけ回転させる調節をする（ S１２１）。
【００８４】
次に、レーザ光源１０１からレーザ光 Lを発生させて、レーザ光 Lを加工対象物１の表面３
の X軸方向に延びた切断予定ライン５に照射する。図２７は加工対象物１の平面図である
。レーザ光 Lの楕円偏光 EPを表す楕円の長軸の方向が加工対象物１の一番下の X軸方向に延
びた切断予定ライン５に沿うようにして、加工対象物１にレーザ光 Lが照射される。レー
ザ光 Lの集光点 Pは加工対象物１の内部に位置しているので、溶融処理領域は加工対象物１
の内部にのみ形成される。切断予定ライン５に沿うように X軸ステージ１０９を移動させ
て、溶融処理領域を切断予定ライン５に沿うように加工対象物１の内部に形成する。
【００８５】
そして、 Y軸ステージ１１１を移動させて、レーザ光 Lがすぐ上の切断予定ライン５を照射
するようにし、上記と同様にして溶融処理領域を切断予定ライン５に沿うように加工対象
物１の内部に形成する。これを繰り返すことにより、下から順に各切断予定ラインに沿っ
て加工対象物１の内部に溶融処理領域を形成する（ S１２３）。なお、直線偏光 LPのレー
ザ光 Lを加工対象物１に照射する場合は、図２８に示すようになる。
【００８６】
そして、加工対象物１を切断予定ライン５に沿って曲げることにより、加工対象物１を切
断する（ S１２５）。これにより、加工対象物１をシリコンチップに分割する。
【００８７】
第１例の効果を説明する。これによれば、多光子吸収を起こさせる条件でかつ加工対象物
１の内部に集光点 Pを合わせて、パルスレーザ光 Lを切断予定ライン５に照射している。そ
して、 X軸ステージ１０９や Y軸ステージ１１１を移動させることにより、集光点 Pを切断
予定ライン５に沿って移動させている。これにより、改質領域（例えばクラック領域、溶
融処理領域、屈折率変化領域）を切断予定ライン５に沿うように加工対象物１の内部に形
成している。加工対象物の切断する箇所に何らかの起点があると、加工対象物を比較的小
さな力で割って切断することができる。よって、改質領域を起点として切断予定ライン５
に沿って加工対象物１を割ることにより、比較的小さな力で加工対象物１を切断すること
ができる。これにより、加工対象物１の表面３に切断予定ライン５から外れた不必要な割
れを発生させることなく加工対象物１を切断することができる。
【００８８】
また、第１例によれば、加工対象物１に多光子吸収を起こさせる条件でかつ加工対象物１
の内部に集光点 Pを合わせて、パルスレーザ光 Lを切断予定ライン５に照射している。よっ
て、パルスレーザ光 Lは加工対象物１を透過し、加工対象物１の表面３ではパルスレーザ
光 Lがほとんど吸収されないので、改質領域形成が原因で表面３が溶融等のダメージを受
けることはない。
【００８９】
以上説明したように第１例によれば、加工対象物１の表面３に切断予定ライン５から外れ
た不必要な割れや溶融が生じることなく、加工対象物１を切断することができる。よって
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、加工対象物１が例えば半導体ウェハの場合、半導体チップに切断予定ラインから外れた
不必要な割れや溶融が生じることなく、半導体チップを半導体ウェハから切り出すことが
できる。表面に電極パターンが形成されている加工対象物や、圧電素子ウェハや液晶等の
表示装置が形成されたガラス基板のように表面に電子デバイスが形成されている加工対象
物についても同様である。よって、第１例によれば、加工対象物を切断することにより作
製される製品（例えば半導体チップ、圧電デバイスチップ、液晶等の表示装置）の歩留ま
りを向上させることができる。
【００９０】
また、第１例によれば、加工対象物１の表面３の切断予定ライン５は溶融しないので、切
断予定ライン５の幅（この幅は、例えば半導体ウェハの場合、半導体チップとなる領域同
士の間隔である。）を小さくできる。これにより、一枚の加工対象物１から作製される製
品の数が増え、製品の生産性を向上させることができる。
【００９１】
また、第１例によれば、加工対象物１の切断加工にレーザ光を用いるので、ダイヤモンド
カッタを用いたダイシングよりも複雑な加工が可能となる。例えば、図２９に示すように
切断予定ライン５が複雑な形状であっても、第１例によれば切断加工が可能となる。
【００９２】
また、第１例によれば、図２５及び図２７に示すように加工対象物１には、パルスレーザ
光 Lの楕円偏光 EPを表す楕円の長軸の方向が切断予定ライン５に沿うようにして、パルス
レーザ光 Lが照射されている。このためクラックスポットの切断予定ライン５の方向の寸
法は比較的大きくなるので、少ないショット数で切断予定ライン５に沿ったクラック領域
を形成することができる。このように第１例ではクラック領域を効率的に形成できるので
、加工対象物１の加工スピードを向上させることができる。また、ショット時に形成され
るクラックスポットは切断予定ライン５に沿った方向以外の方向にあまり延びないので、
加工対象物１を切断予定ライン５に沿って精密に切断することができる。これらの効果は
後に説明する例でも同様である。
【００９３】
　  [第２例 ]
次に、本実施形態の第２例について第１例との相違を中心に説明する。図３０はこのレー
ザ加工装置３００の概略構成図である。レーザ加工装置３００の構成要素のうち、図２１
に示す第１例に係るレーザ加工装置２００の構成要素と同一要素については同一符号を付
すことによりその説明を省略する。
【００９４】
レーザ加工装置３００には、第１例の９０°回転調節部２０３が設けられていない。θ軸
ステージ２１３により、載置台１０７のＸ -Y平面が加工対象物１の厚さ方向を軸として回
転させることができる。これにより、楕円率調節部２０３から出射されたレーザ光 Lの偏
光を相対的に９０°だけ回転させる調節をする。
【００９５】
本実施形態の第２例に係るレーザ加工方法について説明する。第２例においても図２４に
示す第１例に係るレーザ加工方法のステップ S１０１からステップ S１１５の動作をする。
第２例には９０°回転調節部２０３が設けられていないので、次のステップ S１１７の動
作は行われない。
【００９６】
ステップ S１１５後、ステップ S１１９の動作が行われる。ここまでの動作により、第２例
においても第１例と同様に加工対象物１は図２５に示すように加工される。その後、ステ
ージ制御部１１５がθ軸ステージ２１３を９０°だけ回転させる制御をする。このθ軸ス
テージ２１３の回転により加工対象物１は X-Y平面において９０°回転する。これにより
、図３１に示すように、すでに改質領域形成工程が終了した切断予定ライン５と交差する
切断予定ラインに沿って、楕円偏光 EPの長軸を合わせることができる。
【００９７】
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そして、ステップ S１１９と同様に、レーザ光 Lを加工対象物１に照射することにより、右
から順に各切断予定ライン５に沿って加工対象物１の内部に溶融処理領域を形成する。最
後に、ステップ S１２５と同様にして加工対象物１を切断し、加工対象物１をシリコンチ
ップに分割する。
【００９８】
以上説明した本実施形態では、多光子吸収による改質領域形成について説明した。しかし
ながら、本発明は多光子吸収による改質領域を形成せずに、楕円偏光を表す楕円の長軸方
向が加工対象物の切断予定ラインと沿うように、加工対象物の内部に集光点を合わせて加
工対象物にレーザ光を照射することにより加工対象物を切断してもよい。これによっても
加工対象物を切断予定ラインに沿って効率的に切断することが可能となる。
【００９９】
【発明の効果】
本発明に係るレーザ加工方法及びレーザ加工装置によれば、加工対象物の表面に溶融や切
断予定ラインから外れた割れが生じることなく、加工対象物を切断することができる。よ
って、加工対象物を切断することにより作製される製品（例えば、半導体チップ、圧電デ
バイスチップ、液晶等の表示装置）の歩留まりや生産性を向上させることができる。また
、本発明に係るレーザ加工方法及びレーザ加工装置によれば、効率的に改質領域を形成で
きるので加工対象物の加工スピードを向上させることができ、さらに加工対象物を切断予
定ラインに沿って精密に切断することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本実施形態に係るレーザ加工方法によってレーザ加工中の加工対象物の平面図で
ある。
【図２】図１に示す加工対象物の II－ II線に沿った断面図である。
【図３】本実施形態に係るレーザ加工方法によるレーザ加工後の加工対象物の平面図であ
る。
【図４】図３に示す加工対象物の IV－ IV線に沿った断面図である。
【図５】図３に示す加工対象物の V－ V線に沿った断面図である。
【図６】本実施形態に係るレーザ加工方法によって切断された加工対象物の平面図である
。
【図７】本実施形態に係るレーザ加工方法における電界強度とクラックの大きさとの関係
を示すグラフである。
【図８】本実施形態に係るレーザ加工方法の第１工程における加工対象物の断面図である
。
【図９】本実施形態に係るレーザ加工方法の第２工程における加工対象物の断面図である
。
【図１０】本実施形態に係るレーザ加工方法の第３工程における加工対象物の断面図であ
る。
【図１１】本実施形態に係るレーザ加工方法の第４工程における加工対象物の断面図であ
る。
【図１２】本実施形態に係るレーザ加工方法により切断されたシリコンウェハの一部にお
ける断面の写真を表した図である。
【図１３】本実施形態に係るレーザ加工方法におけるレーザ光の波長とシリコン基板の内
部の透過率との関係を示すグラフである。
【図１４】直線偏光のパルスレーザ光を照射することにより内部にクラック領域が形成さ
れたサンプルの平面の写真を表した図である。
【図１５】円偏光のパルスレーザ光を照射することにより内部にクラック領域が形成され
たサンプルの平面の写真を表した図である。
【図１６】図１４に示すサンプルの XVI-XVI線に沿った断面図である。
【図１７】図１５に示すサンプルの XVII-XVII線に沿った断面図である。
【図１８】本実施形態に係るレーザ加工方法によりクラック領域が形成された加工対象物
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の切断予定ラインに沿った部分の平面図である。
【図１９】比較となるレーザ加工方法によりクラック領域が形成された加工対象物の切断
予定ラインに沿った部分の平面図である。
【図２０】本実施形態に係る楕円偏光をしたレーザ光とそれにより形成されるクラック領
域を示す図である。
【図２１】本実施形態の第１例に係るレーザ加工装置の概略構成図である。
【図２２】本実施形態の第１例に係る楕円率調節部に含まれる１／４波長板の斜視図であ
る。
【図２３】本実施形態の第１例に係る９０°回転調節部に含まれる１／２波長板の斜視図
である。
【図２４】本実施形態の第１例に係るレーザ加工方法を説明するためのフローチャートで
ある。
【図２５】本実施形態の第１例に係るレーザ加工方法により楕円偏光を有するレーザ光が
照射されたシリコンウェハの平面図である。
【図２６】本実施形態の第１例に係るレーザ加工方法により直線偏光を有するレーザ光が
照射されたシリコンウェハの平面図である。
【図２７】図２５に示すシリコンウェハに本実施形態の第１例に係るレーザ加工方法によ
り楕円偏光を有するレーザ光が照射されたシリコンウェハの平面図である。
【図２８】図２６に示すシリコンウェハに本実施形態の第１例に係るレーザ加工方法によ
り直線偏光を有するレーザ光が照射されたシリコンウェハの平面図である。
【図２９】本実施形態の第１例に係るレーザ加工方法により切断可能なパターンを説明す
るための加工対象物の平面図である。
【図３０】本実施形態の第２例に係るレーザ加工装置の概略構成図である。
【図３１】図２５に示すシリコンウェハに本実施形態の第２例に係るレーザ加工方法によ
り楕円偏光を有するレーザ光が照射されたシリコンウェハの平面図である。
【符号の説明】
１・・・加工対象物、３・・・表面、５・・・切断予定ライン、７・・・改質領域、９・
・・クラック領域、１１・・・シリコンウェハ、１３・・・溶融処理領域、７０・・・改
質領域、９０・・・クラック領域、１０１・・・レーザ光源、１０５・・・集光用レンズ
、１０７・・・載置台、１０９・・・ X軸ステージ、１１１・・・ Y軸ステージ、１１３・
・・ Z軸ステージ、２００・・・レーザ加工装置、２０１・・・楕円率調節部、２０３・
・・９０°回転調節部、２１３・・・θ軸ステージ、３００・・・レーザ加工装置、 P・
・・集光点、 LP・・・直線偏光、 EP・・・楕円偏光
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

(22) JP 3722731 B2 2005.11.30



【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】
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【 図 ２ １ 】 【 図 ２ ２ 】

【 図 ２ ３ 】 【 図 ２ ４ 】
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【 図 ２ ５ 】 【 図 ２ ６ 】

【 図 ２ ７ 】 【 図 ２ ８ 】
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【 図 ２ ９ 】 【 図 ３ ０ 】

【 図 ３ １ 】

(26) JP 3722731 B2 2005.11.30



フロントページの続き

(51)Int.Cl.7                            ＦＩ                                                        
   Ｂ２３Ｋ 101:40                         Ｂ２３Ｋ 101:40    　　　　          　　　　　

(72)発明者  内山　直己
            静岡県浜松市市野町１１２６番地の１　浜松ホトニクス株式会社内
(72)発明者  和久田　敏光
            静岡県浜松市市野町１１２６番地の１　浜松ホトニクス株式会社内

    審査官  加藤　昌人

(56)参考文献  特開平０４－１１１８００（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－０７１１２４（ＪＰ，Ａ）
              特開２０００－２１６１１４（ＪＰ，Ａ）
              特開平１０－３０５４２０（ＪＰ，Ａ）
              石井　明・八木重典，ＣＯ２レーザ加工技術，日本，日刊工業新聞社，１９９２年１２月２１日
              ，初版，P.63-65

(58)調査した分野(Int.Cl.7，ＤＢ名)
              B23K 26/00-26/42

(27) JP 3722731 B2 2005.11.30


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

